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平成25年度予算見積調書(2月補正予算)

B15

課室名:課室名:社会福祉課

内線:内線:3276

事業名

事 業
期 間

根 拠
法 令

平成25年度～
平成29年度

会計 款 項 目

一般会
計

社会福
祉費

民生費 社会福祉施設
費

説明事業

社会福祉施設等耐震化等特別対策事業費

戦略項目

担当名:担当名:施設指導・福祉人材担当

建築物の耐震改修の促進に関する法律　第3条第2項 05　　　大規模災害への備え

010501　危機管理・防災体制の強化

予算額

決定額 △44,275△44,275

現計額 171,267171,267

△44,000△44,000

170,000170,000

△275△275

1,2671,267

126,992126,992

補正後の
予算額

財　　源　　内　　訳

県債
一般財源

番号

社会福祉施設等耐震化促進事業

１　事業の概要

　社会福祉施設等は災害発生時に一時的避難施設や被災

者の受入機能を果たすことになっている。

　しかし、県内の社会福祉施設等は、周辺都県と比べ耐

震化率が低くなっている。

　そこで、社会福祉法人等が実施する耐震改修工事に対

する補助制度を設け、施設における耐震化を促進する。

（１）社会福祉施設等耐震化促進事業　　△44,275千円

２　事業主体及び負担区分

　国庫補助事業等における事業者負担経費について

　　保育所等　（県1/4）市町村1/4・事業者1/2

　　その他施設　（県1/2）事業者1/2

３　地方財政措置の状況

　なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

　9,500千円×0.5人＝4,750千円

５　事業説明
（１）事業内容
　　ア　昭和56年改正建築基準法以前に建築された民間社会福祉施設等のうち、耐震診断の結果により耐震化対策が必要
　　　とされた施設の改修又は改築に要する経費の補助　　　　　　　　171,267千円

（２）事業実績（見込み）
　　ア　補助件数　（当初）12件　　　　 →　（補正後）　13件
　　イ　補助金額　（当初）171,267千円　→　（補正後）　126,992千円

（３）減額理由及び金額
　　ア　昭和56年改正建築基準法以前に建築された民間社会福祉施設等のうち、耐震診断の結果により耐震化対策が必要
　　　とされた施設の改修又は改築に要する経費の補助　　　　　　　　△44,275千円
　　　　当初積算額よりも、執行額が少額となったため。

(単位：千円)

　当初積算額よりも執行額が少額となったため。

分野施策


